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第2章

手
続 被扶養者を認定するとき1

　被扶養者とは、組合員の親族で、主として組合員の収入によって生計を維持されている方が該当し
ます。

　扶養親族とは、次に掲げる三親等以内の親族が該当します。
被扶養者の範囲3

　被扶養者としての要件を欠いたときは、原則として組合員の申告日、所属所が受理した日に関わり
なく、認定要件を欠いた日に遡って取消しします。

被扶養者認定を取消しするとき2
提出書類：被扶養者申告書（認定取消）〔用紙№扶養１〕
添付書類：条件により異なりますので、所属の事務担当の方と相談してください。

　被扶養者としての要件を備えたとき、その扶養の事実が生じた日から30日以内に申告書が所属所
に提出された場合には、その扶養の事実が生じた日から認定されます。
　なお、この申告書が30日を超えて所属所に提出された場合は、所属所が受理した日から認定します。

提出書類：被扶養者申告書（認定）〔用紙№扶養１〕
添付書類：条件により異なりますので、所属の事務担当の方と相談してください。
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事実婚の場合の
扶養親族の範囲

1　 図は地方公務員等共済組合法上の扶養親族の範囲を表す。
2 	 の者は組合員と同一世帯であることを問わない。
 	 の者は組合員と同一世帯であることが必要。
3 	 点線内は給与条例上の扶養親族の範囲を表す。
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　主として組合員の収入により生計を維持されている方とは、生計の基盤を組合員におき、原則として組合員か
らその生活の資の主要なる部分を得ている方です。
ア　組合員が配偶者と共同して同一人を扶養する場合
　　�組合員の収入が多いか、夫婦双方の収入が同程度（年収差が、収入の多い方の1割以内）　⇒　被扶養者

認定可能
　　�夫婦共に組合員でいずれかに扶養手当が支給されている場合は、扶養手当が支給されている組合員の

被扶養者として認定します。
イ　認定を受ける方が別居している場合
　　次の両方を満たした場合に被扶養者認定が可能です。
　　①　�認定を受ける方の送金額等を含めた総収入額に占める組合員の送金額の割合が３分の１以上である

こと（現物も送付している場合は、金額に換算して加算してください。）。
　　②　�他の方も送金している場合は、他の送金者よりも組合員の送金額が多いこと。

イ　�その方について、組合員以外の方が「扶養手当」またはそれに該当する手当を地方公共団体や国、その他か
ら受けている場合

ウ　�就職し、現に健康保険の被保険者または共済組合の組合員となった方
エ　�後期高齢者医療制度の被保険者の方
オ　�組合員が配偶者と共同して同一人を扶養している場合で、組合員が主たる扶養者でない方
カ　�日本国内に住民票のない方（ただし、以下の方は除く。）
　・海外において留学する学生の方
　・外国に赴任する組合員に同行する方
　・就労以外の目的で一時的に海外に渡航する方
　注 ：	� 日本国籍でない方については、国内に住民票があっても次のビザや目的で来日している場合は被扶養者と

して認められません。
	 ・ 医療滞在ビザ
	 ・ 観光・保養を目的とするロングステイビザ
キ　�雇用保険の失業給付を受給中の方で、その日額が3,612円（アの表①、②に該当する場合は5,000円）

以上の方

生計維持関係4

　すでに認定されている方でも、前述③、④に該当しなくなった場合および次のいずれかに該当する場合、取消
手続が必要です。
ア　次表のとおり、収入限度額以上となる収入がある、または以上となる見込みがある方

被扶養者として認められない方5

区　　分 収入限度額

①　60 歳以上の方
②　�収入の中に障害年金を含む方、障害年金受給程度の障害

を有する方（年齢の制限なし）

③　①、②以外の方（60 歳未満、遺族年金受給者の方を含む）

年額	 1,800,000 円
月額	 150,000 円
日額	 5,000 円

未満

年額	 1,300,000 円
月額	 108,334 円
日額	 3,612 円

未満
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被扶養者資格認定確認チャート

前ページの 5 アの限度額以上の収入がある
場合は、被扶養者認定の対象となりません。

原則として年間収入の多い扶養義務者が扶
養することになります。
夫婦共同扶養の場合：
組合員の収入が多いか、夫婦双方の収入が
同程度（年収差が、収入の多い方の1割以内）
� ➡被扶養者認定可能

他の健康保険組合に加入している場合、被扶
養者認定できません。
新たに加入した場合、加入した日をもって認
定取消となります。

日本国内に住民票を有していない場合には、
例外等に該当しないと被扶養者として認定で
きません。

被扶養者認定を受ける方が別居している場合
・�収入合計額に占める組合員の送金額が1/3

以上を占める。
・�他の送金者の送金額よりも組合員の送金額

が多い。

被扶養者認定の要件を
満たしています。

被扶養者認定の要件を
欠いています。
取消手続が必要です。

収入の見込みは、収入限
度額以下ですか？

条件を満たしている。 

収入の見込みは、
収入限度額未満である。

加入していない。

日本国内に住民票がある。

条件を満たしている。

YES

YES

YES

YES

YES

1

他の扶養義務者と比較し
て、組合員の収入が同等
以上ですか？

2

他の健康保険組合に加入
していませんか？3

日本国内に住民票を有し
ていますか？4

別居の場合、送金額の条
件を満たしていますか？5

収入限度額以上である。NO

他の扶養義務者の
方が収入が多い。NO

加入している。NO

住民票がない。NO

送金額が少ない。NO
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ア　公立学校共済組合の被扶養者認定要件
　　所得税法上の扶養親族の要件とは異なります。
　　税法上の扶養親族であっても、被扶養者として認定できない場合があります。
イ　主たる扶養者が他にいて扶養能力がある場合
　　認定を受けようとする方が限度額未満の収入であっても、被扶養者として認定できない場合があります。

被扶養者認定要件の考え方6

※　別居により組合員との生計維持関係がなくなる場合は、取消事由に該当します。
　　同居が要件の被扶養者が組合員と別居した場合も取消事由に該当します。
　　取消事由に該当した場合は、被扶養者認定の取消となります。
　　�組合員の氏名が変更となった場合でも被扶養者証の変更が必要となります。「被扶養者申告書（回収）

〔用紙№扶養1〕」と被扶養者証を提出してください。

被扶養者の氏名・住所が変更になったとき8
提出書類：被扶養者情報変更訂正届〔用紙№扶養２〕
添付書類：条件により異なりますので、所属の事務担当の方と相談してください。

　組合員に扶養されている20歳以上60歳未満の配偶者（妻または夫）は、保険料を公立学校共済組合で負担す
る加入者（これを「国民年金第3号被保険者」といいます。）として取り扱うことになっています。
　配偶者（妻または夫）が組合員の被扶養配偶者である場合は、その方について公立学校共済組合が届出書の
記載内容の確認を行い、第3号被保険者に代わって年金事務所に届出をします。
　下記に該当したときは、被扶養者の認定・取消等の手続と併せて必ず届出をしてください。

 ・被扶養配偶者として認定するとき
 ・すでに認定されている被扶養配偶者が20歳に到達したとき
 ・被扶養配偶者の氏名・生年月日等に変更があったとき
 ・被扶養配偶者が住所変更したとき
 ・被扶養配偶者が死亡したとき
 ・被扶養配偶者が収入超過または離婚により認定取消となったとき
 ・被扶養配偶者が国外転出したとき

認定取消の場合： �共済組合に届出をするのに加えて、配偶者本人が住所地の区市町村へ国民年金加入の手
続を行うことが必要です。

国民年金第3号被保険者の届出7
提出書類：	国民年金第 3 号被保険者関係届 
	 住所変更（国内）の場合＝国民年金第 3 号被保険者住所変更届 
	 ※　�海外に転居する場合は、国民年金第 3 号被保険者関係届により、海外特例要件該当の

手続を行ってください。
添付書類：条件により異なりますので、所属の事務担当の方と相談してください。
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